（各課様式１）

予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名　清流の国ぎふふるさと魅力体験事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　教育委員会　学校支援課　総合支援第一係　電話番号：058-272-1111（内3679）
E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費　　        　　47,000千円（前年度予算額： 3,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,000

	要求額
	47,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	47,000

	決定額
	47,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	47,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・岐阜県が世界に誇る自然、歴史、文化、産業等について、体験して学ぶ
「ふるさと教育」に取組み、ふるさとに対する誇りと愛着を育む。
（２）事業内容

　　・岐阜県が世界に誇る、「杉原リスト」や「かがみがはら航空宇宙博物館」等について、新たに学習しようとする小学校、中学校、義務教育学校、特別支援学校等に対し、ふるさとの魅力を体験して学ぶ場を提供する。

（３）県負担・補助率の考え方

　　・県の推進する「ふるさと教育」を体験して学ぶ事業のため、県が費用負担することが必要。

（４）類似事業の有無

　　・無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	47,000
	体験事業の催行委託費

	合計
	47,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・第２次岐阜県教育ビジョン

　　基本目標２　豊かな心と健やかな体を育む教育の推進

　　（４）ふるさと教育・環境教育・体験活動の推進　

　　

（２）知事答弁

　・ふるさと教育は、「清流の国ぎふ」の未来を担う子どもたちに「ふるさとを愛する心」を育む（H24.6.24）。

事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「ふるさと教育」の一環として、岐阜県が世界に誇るふるさとの魅力を子どもたちが体験して学ぶことで、ふるさとに対する誇りと愛着を育む。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	体験事業参加校数

	0校

（H28）
	23校

（H29）
	校

（H　）
	23校

（H29）
	183校

（H30）
	％




○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成29年度は、11市町への委託により小学校17校と1適応指導教室で実施、県立特別支援学校については5校が実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成29年度に体験学習を実施した各学校では、これまで取り組んできた、校区や地域などの自分たちの住む場に密着した「ふるさと学習」から、岐阜県というより大きな枠で「ふるさと」を捉える学習へ広げることができ、児童生徒の「ふるさとぎふ」への誇りと愛着をさらに強いものにすることができた。
また、既に様々な課外行事を実施している学校であっても、県が新たに事業化したことで、新たな体験学習を計画し、実施する学校が多くあった。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「清流の国ぎふ憲章」の理念に基づき、郷土への誇りと愛着を育む「ふるさと教育」を推進するために、世界に誇れる遺産や史跡が県内に数多くあることを知り、体験活動等を通じてその魅力や素晴らしさを体感して学ぶことは、必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　平成29年度新規事業としてスタートし、県内22の学校及び1適応指導教室にて体験学習が実施された。実施学校では、校区を拠点とした普段の「ふるさと学習」では訪れない県内の遺産、史跡、施設に足を伸ばし、児童生徒の「ふるさとぎふ」についての見識を広げた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	小学校・中学校での事業実施については、所管の市町村に事業を委託したことで、当該学校の実情を十分に把握している市町村教育委員会の適切な指導のもとで計画・実施がなされた。　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・県内のさらに多くの学校で事業を実施し、事業効果を全県内に波及させる。
・計画、報告等の書類業務を必要最低限の内容に精選し、可能な限り事務の
簡素化を図る。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業化。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
年度で事業を実施する学校数を、小学校、中学校、義務教育学校、特別支援学校合わせて180校程度と想定し、経年で継続実施する。



